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はじめに

文部科学省に設けられた原子力損害賠償紛争審査会は、東京電力株式会社福

 

島第一及び第二原子力発電所事故による被害者と東京電力株式会社との損害賠

 

償に関する円滑な話し合いと合意形成のため、平成２３年８月５日、「東京電

 

力株式会社が賠償すべき損害」についての中間指針を示しました。

このパンフレットは、中間指針に基づいて、事故の被害者の方々の代表的な

 

損害の類型毎に、それぞれの方がどのような賠償を受けることができるかを、

 

簡潔にお示しするものです。お読みになる方は、目次を使って、ご自分があて

 

はまるページへお進み下さい（あてはまる項目が複数の場合もあります）。

中間指針は、原子力事故が収束していない中で、賠償すべき損害として類型

 

化が可能なものを示したものです。したがって、中間指針で触れなかったもの

 

でも、損害賠償の対象となる場合があります。また、賠償対象として示された

 

ものであっても、個別の事情によっては、対象とならない場合もあり得ます。

また、現時点においても原子力事故が収束していないことから、今後の事故

 

による被害の拡大や、収束による避難指示等の解除の状況等にかんがみ、必要

 

に応じて、指針が改訂されることがありますので、ご了承ください。

（付記）政府、地方公共団体の職員、法曹関係者その他被害者を支援される方々へのお願

 

い

このパンフレットは、主として被災地域の住民及び事業者の方々に、中間指針の概要をお

 

わかりいただくために、簡潔を旨として作成したものです。このため、中間指針の全てを必

 

ずしも網羅できていませんので、皆様におかれては、中間指針本文をご参照の上、被害者の

 

方々の支援に当たって頂けますよう、お願いいたします。

このパンフレットは、主として被災地域の住民及び事業者の方々向けのものですので、地

 

方公共団体を対象とするものについては記載しておりません。
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１．避難区域、警戒区域にお住まい又は勤務先がある方
（同区域内に財物（動産、不動産）をお持ちの方もお読みください）

④

 

放射線への曝露の有無又はそれが健康に及ぼす影響を確認するための検

 

査費用の実費（検査のための交通費等も含まれます。）

①

 

区域外への避難費用（交通費、家財道具の移動費用、避難後の宿泊費等

 

）の実費

⑤

 

避難生活に伴う精神的損害
事故発生日（注）から６ケ月間：

 

一人月額１０万円※

（※

 

避難所、体育館、公民館等で避難生活をした場合は、その期間について、

 

一人月額１２万円）

その後の６ケ月間：

 

一人月額

 

５万円

③

 

避難・避難生活が原因の傷害、疾病、死亡による逸失利益、治療費、薬

 

代等（健康悪化防止のための負担増も含まれます。）

※この他、帰宅することが可能となった場合には、帰宅費用（交通費、家

 

財道具の移動費用等の実費）が加わります。

（例）
・３月１５日に避難所に避難し、２ヶ月間避難所で生活した後、仮設住

 

宅に移動し、避難生活を続けている場合（７月１０日まで）

１２万円×２ヶ月＋１０万円×２ヶ月＝４４万円（１人につき）

4

お住まいがある方

②

 

一時立入費用の実費（参加のための交通費等も含まれます。）

注：精神的損害が発生した始期は、原則として実際に避難した日にかかわらず、事故発

 

生日とされています。



※なお、いずれの損害も必要かつ合理的な範囲が賠償の対象となり、自治体

 

等の他者が負担している場合には対象となりません。
また、損害が認められる期間には限りがあり、その期間は改めて検討され

 

ます。

○

 

区域内で事業を営んでいた方で事業に支障が生じた方
：減収分と追加的費用（資産の廃棄・移動・除染費用等）

①

 

区域内に住居又は勤務先があって就労不能等となった勤労者の方
：給与等の減収分と追加的費用（配置転換、転職等による転居費用等が

 

含まれます。）

②

 

区域内にあった商品など財物の検査費用

③ 区域内の財物（不動産を含む）価値の喪失・減少分と追加的費用（廃棄

 

費用、修理費用、除染費用等）

（解説）減収分として賠償される額は、売上高等の収益の減少分（X-x）

 

から売上原価、販管費等の費用の減少分(Y-y)を控除した額となります。

収益

事故がなかっ

 

た場合

事故後
の現状

X

x(X-x)

費用

事故がなかっ

 

た場合

事故後
の現状

Y

y
(Y-y)
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事業を営んでいた方

共通事項（勤務先がある方を含みます）

※「収益」には、国の交付金等も含まれます。



２．屋内退避区域、緊急時避難準備区域にお住まい又は勤務

 

先がある方（同区域内に財物（動産、不動産）をお持ちの方もお読みください）

③

 

放射線への曝露の有無又はそれが健康に及ぼす影響を確認するための検

 

査費用の実費（検査のための交通費等も含まれます。）

①

 

区域外への自主避難(注１)費用（交通費、家財道具の移動費用、避難後の

 

宿泊費(注２)等）の実費

⑤

 

屋内退避又は自主避難(注１)に伴う精神的損害
・屋内退避を続けていた方（以下の自主避難した方に該当しない方）：

一人１０万円

・平成２３年６月１９日までに区域外へ自主避難した方
事故発生日から６ケ月間(注２) ：

 

一人月額１０万円※

（※

 

避難所、体育館、公民館等で避難生活をした場合は、その期間について、

 

一人月額１２万円）

その後の６ケ月間(注２) ：

 

一人月額

 

５万円

・平成２３年６月２０日以降に区域外へ自主避難した子供、妊婦、
要介護者、入院患者等の方

その方が実際に避難した日から平成２３年９月１０日まで(注２) ：

 

一人月額１０万円※

（※

 

避難所、体育館、公民館等で避難生活をした場合は、その期間について、

 

一人月額１２万円）

その後の６ケ月間(注２) ：

 

一人月額

 

５万円

④

 

避難からの帰宅費用の実費（交通費、家財道具の移動費用など）

②

 

避難・避難生活 (注１)が原因の傷害、疾病、死亡による逸失利益、治療費

 

、薬代等（健康悪化防止のための負担増も含まれます。）

注１：平成２３年６月２０日以降に緊急時避難準備区域から自主避難を開始した方につい

 

ては、子供、妊婦、要介護者、入院患者等に限られます。
注２：区域指定が解除された場合、解除後相当期間経過後は、避難先で健康を害する等特

 

別の事情がある場合を除き、賠償対象となりません。屋内退避区域の指定が解除された

 

いわき市の区域に関する「相当期間」については、７月末（学校等に通っていた児童・

 

生徒等が避難している場合は８月末）までが目安となります。 6

お住まいがある方



○

 

区域内で事業を営んでいた方で事業に支障が生じた方
：減収分と追加的費用（資産の廃棄・移動・除染費用等）

①

 

区域内に住居又は勤務先があって就労不能等となった勤労者の方
：給与等の減収分と追加的費用（配置転換、転職等による転居費用等が

 

含まれます。）

②

 

区域内にあった商品など財物の検査費用

③ 区域内の財物（不動産を含む）価値の喪失・減少分と追加的費用（廃棄

 

費用、修理費用、除染費用等）
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※減収分の解説については、「１．避難区域、警戒区域にお住まい又は

 

勤務先がある方」（５ページ）の該当部分をご参照ください。

※なお、いずれの損害も必要かつ合理的な範囲が賠償の対象となり、自治体

 

等の他者が負担している場合には対象となりません。
また、損害が認められる期間には限りがあり、その期間は改めて検討され

 

ます。

事業を営んでいた方

共通事項（勤務先がある方を含みます）

（例）
・３月１５日から４月２１日まで屋内退避を続けていた場合
１０万円（１人につき）

・

 

３月１５日から４月１０日まで屋内退避し、同月１１日より２ヶ月間、

 

避難所・体育館・公民館等に避難した場合（６月１０日まで）
１０万円×１ヶ月＋１２万円×２ヶ月＝３４万円（１人につき）

・３月１５日から３月１９日まで屋内退避し、同月２０日より４月１０日

 

まで親戚・知人宅に避難し、４月１１日より２ヶ月間、旅館・ホテル等

 

へ避難した場合（６月１０日まで）
１０万円×３ヶ月＝３０万円（１人につき）



３．計画的避難区域にお住まい又は勤務先がある方
（同区域内に財物（動産、不動産）をお持ちの方もお読みください）

③

 

放射性線への曝露の有無又はそれが健康に及ぼす影響を確認するための

 

検査費用の実費（検査のための交通費等も含まれます。）

①

 

区域外への避難費用（交通費、家財道具の移動費用、避難後の宿泊費等

 

）の実費

④

 

避難生活に伴う精神的損害
事故発生日から６ケ月間：

 

一人月額１０万円※

（※

 

避難所、体育館、公民館等で避難生活をした場合は、その期間について、

 

一人月額１２万円）

その後の６ケ月間：

 

一人月額

 

５万円

②

 

避難・避難生活が原因の傷害、疾病、死亡による逸失利益、治療費、薬

 

代等（健康悪化防止のための負担増も含まれます。）

※この他、帰宅することが可能となった場合には、帰宅費用（交通費、家

 

財道具の移動費用等の実費）が加わります。

（例）
・６月２０日に仮設住宅に避難し、避難生活を続けている場合（７月１０

 

日まで）

１０万円×４ヶ月＝４０万円（１人につき）
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お住まいがある方



○

 

区域内で事業を営んでいた方で事業に支障が生じた方
：減収分と追加的費用（資産の廃棄・移動・除染費用等）

①

 

区域内に住居又は勤務先があって就労不能等となった勤労者の方
：給与等の減収分と追加的費用（配置転換、転職等による転居費用等が

 

含まれます。）

②

 

区域内にあった商品など財物の検査費用

③ 区域内の財物（不動産を含む）価値の喪失・減少分と追加的費用（廃棄

 

費用、修理費用、除染費用等）

9

※減収分の解説については、「１．避難区域、警戒区域にお住まい又は

 

勤務先がある方」

 

（５ページ）の該当部分をご参照ください。

※なお、いずれの損害も必要かつ合理的な範囲が賠償の対象となり、自治体

 

等の他者が負担している場合には対象となりません。
また、損害が認められる期間には限りがあり、その期間は改めて検討され

 

ます。

事業を営んでいた方

共通事項（勤務先がある方を含みます）



４．特定避難勧奨地点にお住まい又は勤務先がある方
（同地点に財物（動産、不動産）をお持ちの方もお読みください）

③

 

放射線への曝露の有無又はそれが健康に及ぼす影響を確認するための検

 

査費用の実費（検査のための交通費等も含まれます。）

①

 

地点外への自主避難費用（交通費、家財道具の移動費用、避難後の宿泊

 

費等）の実費

④

 

避難生活に伴う精神的損害
実際に避難した日から平成２３年９月１０日まで：一人月額１０万円※

（※

 

避難所、体育館、公民館等で避難生活をした場合は、その期間について、

 

一人月額１２万円）

その後の６ケ月間： 一人月額

 

５万円

②

 

避難・避難生活が原因の傷害、疾病、死亡による逸失利益、治療費、薬

 

代等（健康悪化防止のための負担増も含まれます。）

※この他、帰宅することが可能となった場合には、帰宅費用（交通費、家

 

財道具の移動費用等の実費）が加わります。

（例）
・７月１日に仮設住宅に避難し、避難生活を続けている場合（７月３１日

 

まで）

１０万円×１ヶ月＝１０万円（１人につき）
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お住まいがある方



○

 

地点内で事業を営んでいた方で事業に支障が生じた方
：減収分と追加的費用（資産の廃棄・移動・除染費用等）

①

 

地点内に住居又は勤務先があって就労不能等となった勤労者の方
：給与等の減収分と追加的費用（配置転換、転職等による転居費用等が

 

含まれます。）

②

 

地点内にあった商品など財物の検査費用

③ 地点内の財物（不動産を含む）価値の喪失・減少分及び追加的費用（廃

 

棄費用、修理費用、除染費用等）
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※減収分の解説については、「１．避難区域、警戒区域にお住まい又は

 

勤務先がある方」

 

（５ページ）の該当部分をご参照ください。

※なお、いずれの損害も必要かつ合理的な範囲が賠償の対象となり、自治体

 

等の他者が負担している場合には対象となりません。
また、損害が認められる期間には限りがあり、その期間は改めて検討され

 

ます。

事業を営んでいた方

共通事項（勤務先がある方を含みます）



５．南相馬市が一時避難を要請した区域(注1)にお住まい又は勤務先

 

がある方（同区域内に財物（動産、不動産）をお持ちの方もお読みください）

③

 

放射線への曝露の有無又はそれが健康に及ぼす影響を確認するための検

 

査費用の実費（検査のための交通費等も含まれます。）

①

 

区域外への一時避難費用（交通費、家財道具の移動費用、避難後の宿泊

 

費等）の実費

⑤

 

一時避難生活に伴う精神的損害
事故発生日から７月末まで(注２) ：一人月額１０万円※

（※

 

避難所、体育館、公民館等で避難生活をした場合は、その期間について、

 

一人月額１２万円）

④

 

一時避難からの帰宅費用の実費（交通費、家財道具の移動費用など）

②

 

一時避難・避難生活が原因の傷害、疾病、死亡による逸失利益、治療費

 

、薬代等（健康悪化防止のための負担増も含まれます。）

注２：平成２３年４月２２日から相当期間経過後は、避難先で健康を害する等特別な事

 

情がある場合を除き、賠償対象となりません。南相馬市が一時避難を要請した区域に

 

関する「相当期間」については、７月末（学校等に通っていた児童・生徒等が避難し

 

ている場合は８月末）までが目安となります。

注１：避難区域、警戒区域、計画的避難区域、緊急時避難準備区域を除きます。これら

 

の区域については、該当するページを参照して下さい。

（例）
・３月１７日に避難所に避難し、１ヶ月後にアパートに移動し、避難

 

生活を続けている場合（７月１０日までの精神的損害）

１２万円×１ヶ月＋１０万円×３ヶ月＝４２万円（１人につき）
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お住まいがある方



○

 

区域内で事業を営んでいた方で避難等により事業に支障が生じた方
：減収分と追加的費用（資産の廃棄・移動・除染費用等）

①

 

区域内に住居又は勤務先があって就労不能等となった勤労者の方
：給与等の減収分と追加的費用（配置転換、転職等による転居費用等が

 

含まれます。）

②

 

区域内にあった商品など財物の検査費用

③ 区域内の財物（不動産を含む）価値の喪失・減少分と追加的費用（廃棄

 

費用、修理費用、除染費用等）
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※減収分の解説については、「１．避難区域、警戒区域にお住まい又は

 

勤務先がある方」

 

（５ページ）の該当部分をご参照ください。

※なお、いずれの損害も必要かつ合理的な範囲が賠償の対象となり、自治体

 

等の他者が負担している場合には対象となりません。
また、損害が認められる期間には限りがあり、その期間は改めて検討され

 

ます。

事業を営んでいた方

共通事項（勤務先がある方を含みます）





６．農林漁業者、食品産業の事業者の方
（農林水産物の加工・流通業者の方、食品製造・流通業者の方もお読みください）

①

 

農林漁業者等の以下の営業損害
ⅰ）指示等の対象となった農林漁業者等に生じた減収分と追加的費用（

 

回収、廃棄、代替飼料の購入、汚染された生産資材の更新等）
※

 

指示等が出される前に自主的に出荷等の制限を行ったことによるもの、指示

 

等の解除後にその指示等により生じたものも含まれます。

ⅱ）指示等の対象品目を既に仕入れ又は加工した加工・流通業者に生じ

 

た減収分と追加的費用

【避難区域・警戒区域、屋内退避区域・緊急時避難準備区域、計画的避難区域、

 

特定避難勧奨地点、南相馬市が一時避難を要請した区域の指定に伴うもの】
→

 

それぞれの区域のページを参照して下さい。

【出荷制限指示等に伴うもの】

※出荷制限指示等には、次のものを指します。
（ア）農林水産物（加工品を含む）・食品の生産・製造及び流通に関する制限についての指

 

示等
例）①政府による出荷制限指示・摂取制限指示・作付制限指示、放牧及び牧草等の給与

 

制限指導、食品衛生法に基づく販売禁止等、②地方公共団体による出荷又は操業自粛要請等

 

、③生産者団体が政府又は地方公共団体の関与の下で行う操業自粛決定

 

等
（イ）農林水産物・食品に関する検査についての指示

 

等
例）政府による食品の放射性物質検査の指示

 

等

（例）
・収穫期を迎えた農産物が出荷制限指示対象となり、当該農産物を全て廃棄

 

した場合

→①その農産物から得られたはずの収益から支払わなくて済んだ販売費用等

 

を控除した額と、②その農産物の処分費用等が賠償の対象となります。

※

 

減収分の解説については、「１．避難区域、警戒区域にお住まい又は

 

勤務先がある方」

 

（５ページ）の該当部分をご参照ください。
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①

 

農林漁業、農林水産物の加工業及び食品製造業、農林水産物（加工品

 

を含む）及び食品の流通業において、現に生じた買い控え等による以

 

下の損害のうち次の表に示すもの
ⅰ）営業損害（減収分と追加的費用）
ⅱ）勤労者の就労不能等に伴う損害（給与等の減収分と追加的費用）
ⅲ）取引先の要求等により実施した検査費用

※

 

買い控え等を懸念し、やむを得ず出荷・操業・作付け・加工等を断念したことで

 

生じた損害も含まれます。
※

 

次の表に示すもの以外の損害についても、具体的な買い控え等の発生状況等を個

 

別に検証し、賠償の対象となる場合があります。

【風評被害】

※風評被害とは、報道等により広く知らされた事実によって、消費者又は取引先が、商品

 

又はサービスについて放射性物質による汚染の危険性を懸念し、買い控え、取引停止等

 

を行ったために生じた被害のことです。
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②

 

農林漁業等の勤労者の就労不能等に伴う損害（給与等の減収分と追加的

 

費用）

③

 

指示等に基づく検査費用
※

 

取引先の要求等による検査については、下記「風評被害」③を参照して下さい。

【航行危険区域等の設定に伴うもの】

①

 

漁業者が、航行危険区域内での操業又は航行を断念したことによる減収

 

分と追加的費用
※

 

区域が設定される前に自主的に制限した場合も含まれます。

②

 

漁業の勤労者の就労不能等に伴う損害（給与等の減収分と追加的費用）
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【農林水産物の加工業及び食品製造業】

以下の産品等に係る損害

【農林水産物（加工品を含む）及び食品の流通業】

上記「農林漁業」と「農林水産物の加工業及び食品製造業」の表の産品等を

 

継続的に取り扱っていた事業者が仕入れた当該産品等に係る損害

〈表〉

 

風評被害として原則賠償対象となる損害

【農林漁業】

以下の品目類型ごとに以下に示す産地で産出されたものに係る損害

（注）これらの道県以外で新たに汚染された稲わらの流通・使用による牛肉の価格下

 

落等が確認された場合、同様の扱い。
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②

 

農林漁業、農林水産物の加工業・食品製造業、農林水産物（加工品を

 

含む）及び食品の流通業、その他の食品産業において、政府が検査の

 

指示等を行った都道府県で、指示等の対象となった農林水産物又は食

 

品（加工・製造に使用する水を含む）と同種のものについて、取引先

 

の要求等により実施した検査費用

③

 

輸出品に係る以下の被害
ⅰ）輸出先国の輸入規制や取引先からの要求による検査費用、各種証明

 

書発行費用等

ⅱ）輸出先国の輸入規制や取引先の輸入拒否がされた時点において、既

 

にその国向けに輸出され又は生産・製造された農林水産物・食品（生

 

産・製造途中のものを含む。）の廃棄、転売又は生産・製造の断念に

 

より生じた減収分と追加的費用

※

 

「その国向けの生産・製造」とは、当該輸出品の種類、品質、規格、包装、生産・

 

製造方法等を特に当該輸出国向けとしていることから、当該国以外への転売が困難

 

であるか、又は転売すれば減収や追加的費用が生じるものを指します。
※

 

輸入拒否を知り得て輸出した場合に生じた被害等は、損害として認められません。

（例）
・ある国に向けて食品を輸出した後に、輸出先国で輸入停止措置が行われ、通

 

関することができず他国への転売を余儀なくされた場合
→

 

①当該食品を他国に転売したことによる減収分、②転売に要した費用が

 

賠償の対象となります。

・ある国への輸出用に食品を製造したところ、輸出先国の輸入規制により輸出

 

を断念せざるをえなくなり、パッケージを日本語のものに貼り替えて、国内で販

 

売した場合
→

 

①国内で販売したことによる減収分、②転売に要した費用（パッケージ

 

の貼り替え費用等）が賠償の対象となります。
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【間接被害】

※間接被害とは、政府等による各種指示等や風評被害による損害が生じたことにより、その

 

被害者（第一次被害者）と一定の経済的関係にあった第三者に生じた被害のことです。

○

 

間接被害を受けた者の事業等の性格上、第一次被害者との取引に代替

 

性がない場合の、間接被害者の営業損害（減収分と追加的費用）、そ

 

の勤労者の就労不能等に伴う損害（給与等の減収分と追加的費用）

・「取引に代替性がない場合」の損害の具体的な類型の例
ⅰ）事業の性質上、販売先が地域的に限られる事業者の被害で、販売先

 

の避難、事業休止等に伴って必然的に生じたもの
ⅱ）事業の性質上、調達先が地域的に限られる事業者の被害で、調達先

 

の避難、事業休止等に伴って必然的に生じたもの
ⅲ）原材料やサービスの性質上、その調達先が限られている事業者の被

 

害で、その調達先の避難、事業休止等に伴って必然的に生じたもの

（例）
・避難区域に隣接する地域で店舗を構え営業を行う外食産業・食品小売業等

 

の商圏の変更が困難な事業者において、当該商圏に所在する顧客が避難指示に

 

よって避難したり事業を休止したことに伴って必然的に生じた減収等は賠償の

 

対象となります。

・ある漁港又はその近辺に加工場を有し、当該漁港で水揚げされる水産物の

 

みを主な原材料として利用している水産加工業者において、当該原材料の供給

 

を行う漁業者が避難指示によって避難したり操業自粛要請等によって事業を休

 

止したことに伴って必然的に生じた減収等は、賠償の対象となります。

※

 

なお、いずれの損害も必要かつ合理的な範囲が賠償の対象となり、ま

 

た、損害が認められる期間にも限りがあります。



７．観光業者の方

【避難区域・警戒区域、屋内退避区域・緊急時避難準備区域、計画的避難区域、

 

特定避難勧奨地点、南相馬市が一時避難を要請した区域の指定に伴うもの】
→

 

それぞれの区域のページを参照して下さい。

②

 

外国人観光客に関する国内の観光業者における本件事故前の予約につい

 

て、平成２３年５月末までの通常の解約率を上回る解約により発生した

 

減収分と追加的費用

【風評被害】

※風評被害とは、報道等により広く知らされた事実によって、消費者又は取引先が、商品

 

等について放射性物質による汚染の危険性を懸念し、消費者又は取引先が買い控え、取

 

引停止等を行ったために生じた被害のことです。

（例）
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※

 

観光業者の方とは、ホテル、旅館、旅行業等の宿泊関連産業、レジャー施設

 

、旅客船等の観光産業、バス、タクシー等の交通産業、文化・社会教育施設、

 

観光地での飲食業、小売業等の方々です。

・ホテル、旅館等の事業者の方々
現実に発生した宿泊のキャンセル、予約控えに伴う減収分及び追加的費

 

用が賠償の対象になります。追加的費用の例として、宿泊者のために既に準

 

備した食材の返品・廃棄・保管費用などが考えられます。

・観光関連事業者の方々
観光客の減少に伴う減収分及び追加的費用が賠償の対象になります。追

 

加的費用の例として、土産品等の返品・廃棄・保管費用などが考えられます。

①

 

福島県、茨城県、栃木県、群馬県の観光業者の営業損害（減収分と追加的
費用）とその観光業者の勤労者の就労不能等に伴う損害（給与等の減収分
と追加的費用）

※

 

上記４県以外であっても、福島県との地理的近接性や活用する観光資源の特徴等によっ
ては、風評被害として賠償の対象となり得ます。
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（例）

・外国人観光客をお客様とする観光業者の方々
事故前にされていた外国人観光客の日本国内における旅行関連の予約

 

（ホテル、旅館、物販施設、レジャー施設等）について、５月末までにキャ

 

ンセルされたことによる損害が賠償の対象となります。なお、賠償の範囲は

 

平常時の解約率を上回る解約に係る減収分となります。

・ホテル、旅館等における風評被害に伴って発生した、当該観光地のクリー

 

ニング業の減収分など、観光業者の被害に伴って必然的に生じたものが賠

 

償の対象となります。

【間接被害】

※間接被害とは、政府等による各種指示等や風評被害による損害が生じたことにより、その

 

被害者（第一次被害者）と一定の経済的関係にあった第三者に生じた被害のことです。

○

 

間接被害を受けた者の事業等の性格上、第一次被害者との取引に代替

 

性がない場合の、間接被害者の営業損害（減収分と追加的費用）、そ

 

の勤労者の就労不能等に伴う損害（給与等の減収分と追加的費用）

・「取引に代替性がない場合」の損害の具体的な類型の例
ⅰ）事業の性質上、販売先が地域的に限られる事業者の被害で、販売先

 

の避難、事業休止等に伴って必然的に生じたもの
ⅱ）事業の性質上、調達先が地域的に限られる事業者の被害で、調達先

 

の避難、事業休止等に伴って必然的に生じたもの
ⅲ）原材料やサービスの性質上、その調達先が限られている事業者の被

 

害で、その調達先の避難、事業休止等に伴って必然的に生じたもの

※

 

なお、いずれの損害も必要かつ合理的な範囲が賠償の対象となり、ま

 

た、損害が認められる期間にも限りがあります。

・お土産を販売している観光関連の小売事業者における風評被害に伴って発

 

生した、特産品を製造する地元の事業者の減収分及び廃棄・保管費用など、

 

事業に支障が生じたため負担した費用等が賠償の対象になります。



８．製造業、サービス業等の事業者の方

【避難区域・警戒区域、屋内退避区域・緊急時避難準備区域、計画的避難区域、

 

特定避難勧奨地点、南相馬市が一時避難を要請した区域の指定に伴うもの】
→

 

それぞれの区域のページを参照して下さい。

【その他の政府指示等に伴うもの】

※その他の政府指示等には、次の指示等が含まれます。
（ア）水に係る摂取制限指導及び放射性物質検査の指導
（イ）放射性物質が検出された上下水処理等副次産物の取扱いに関する指導
（ウ）学校等の校舎・校庭等の利用判断に関する指導

 

等

①

 

指示等に伴って事業に支障が出た際の減収分と追加的費用（商品の回

 

収費用、保管費用、廃棄費用、除染費用、水道事業者による代替水の

 

提供費用等）
※

 

指示等が出される前に自主的に制限を行っていたもの、指示等の解除後にその指

 

示等に伴って生じたものも含まれます。

②

 

勤労者の就労不能等に伴う損害（給与等の減収分と追加的費用）

③

 

指示等に基づいて行われた検査費用

※

 

取引先の要求による検査については、下記「風評被害」の④を参照して下さい。

【政府による航行危険区域等、飛行禁止区域の設定に伴うもの】

① 以下の営業損害
ⅰ）内航海運業、旅客船事業者の迂回による減収分と追加的費用
ⅱ）航空運送事業者の迂回による追加的費用
※

 

指示等が出される前に自主的に制限を行っていたものも含まれます。

②

 

勤労者の就労不能等に伴う損害（給与等の減収分と追加的費用）
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①

 

福島県で製造、販売を行う物品又は提供するサービス等(注１)に関し発

 

生した以下の損害
ⅰ）営業損害（減収分と追加的費用）(注２)

ⅱ）勤労者の就労不能等に伴う損害（給与等の減収分と追加的費用）
ⅲ）取引先の要求等により実施した検査費用

（注１）サービス等を提供する相手方が福島県への来訪を拒否することによって発生

 

したものを含みます。
（注２）福島県に下請事業者が所在することを専らの理由として、親事業者が下請事

 

業者の納入した商品の受領を拒むこと又は一旦受領した後にその商品を引き取ら

 

せること等は、下請代金支払遅延等防止法に違反するおそれがあるのでご注意く

 

ださい。

②

 

放射性物質が検出された下水汚泥等の取扱に関する指導等につき、（

 

ア）指導等の対象事業者が汚泥の引き取りを忌避されたこと等による

 

、又は、（イ）汚泥を原材料として製造された製品に係る以下の損害
ⅰ）営業損害（減収分と追加的費用）
ⅱ）勤務していた勤労者の就労不能等に伴う損害（給与等の減収分と追

 

加的費用）
ⅲ）取引先の要求等により実施した検査費用

【風評被害】

※風評被害とは、報道等により広く知らされた事実によって、消費者又は取引先が、商品

 

等について放射性物質による汚染の危険性を懸念し、消費者又は取引先が買い控え、取

 

引停止等を行ったために生じた被害のことです。

（例）
・製造業において、福島県の工場が放射性物質による汚染の懸念があると取

 

引が拒否等されたことによる減収分及び追加的費用が賠償の対象になり

 

ます。追加的費用の例として、取引先から求められた放射線検査費用や

 

製品の除染費用などが考えられます。

23

（例）
・放射性物質が検出された下水汚泥等を原料の一部として使用していたセメ

 

ント製品等について取引先からの取引拒否等に伴い生じた減収分及び追

 

加的費用が賠償の対象となります。追加的費用の例として、下水汚泥や

 

製品の検査・回収・保管費用などが考えられます。



③

 

水の放射性物質検査の指導を行っている都県(注３)において、食品添加

 

物、医薬品、医療機器等、人の体内に取り入れられるなど消費者や取

 

引先が特に敏感に敬遠する傾向がある製品の事業者が取引先の要求等

 

により実施した検査費用

（注３）福島県、宮城県、山形県、新潟県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、
東京都、神奈川県、千葉県（平成２３年８月５日現在）

④

 

外国人が来訪して提供する又は提供を受けるサービス等に関し、国内の

 

事業者の本件事故前の契約について、平成２３年５月末までの解約によ

 

り発生した減収分と追加的費用

⑤

 

輸出品等に係る以下の被害

ⅰ）輸出国の輸入規制や取引先からの要求による検査費用、各種証明書

 

発行費用等
ⅱ）輸出先国の輸入拒否（政府の輸入規制及び取引先の輸入拒否）がさ

 

れた時点において、既にその国向けに輸出され又は製造された製品の

 

廃棄、転売又は製造の断念により生じた減収分と追加的費用
※

 

「その国向けの生産・製造」とは、当該輸出品の種類、品質、規格、包装、生

 

産・製造方法等を特に当該輸出国向けとしていることから、当該国以外への転売

 

が困難であるか、又は転売すれば減収や追加的費用が生じるものを指します。
※

 

輸入拒否と知り得て輸出した場合に生じた被害等は、損害として認められませ

 

ん。

（例）
・海運事業者等に生じた外国当局からの入港拒否等の指示に伴う追加的費用が

 

賠償の対象となります。追加的費用の例として、輸出コンテナ等の放射線検査

 

費用や除染費用などが考えられます。

・製造業等において、外国当局の規制等に伴う追加的費用及び外国の取引先向

 

けに当該事故前に製造した製品が拒否され、別の取引先に転売した場合、転売

 

したことに伴う減収分が賠償の対象となります。追加的費用の例として、放射

 

能検査費用や検査証明書発行費用などが考えられます。

（例）
・コンサート事業者における外国人アーティスト等の来日・出演拒否による公

 

演中止に伴い生じた減収分及び追加的費用が賠償の対象になります。追加的費

 

用の例として、チケット払い戻しの手数料等が考えられます。

・輸入業者等に生じた外国船舶の日本への寄港拒否に伴う減収分及び追加的費

 

用が賠償の対象となります。追加的費用の例として、荷揚予定港までの輸送費

 

用等などが考えられます。
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（例）
・避難区域等に隣接する卸売業、小売業等において、避難指示等により住民が

 

避難したことや事業者が事業を休止したことに伴い必然的に生じた減収分及び

 

追加的費用が賠償の対象となります。追加的費用の例として、営業できなかっ

 

た間に発生した金利などが考えられます。

・避難区域等に隣接する倉庫業や運送業等において、取引先の事業者等が避難

 

したことに伴い必然的に生じた減収分及び追加的費用が賠償の対象となります

 

。追加的費用の例として、営業できなかった間に発生した金利などが考えられ

 

ます。

・製造業等において、国内で唯一の部品供給元の工場が操業停止したことに伴

 

い生じた減収分及び追加的費用が賠償の対象となります。追加的費用の例とし

 

ては、操業できなかった間に発生した金利などが考えられます。

【間接被害】

※間接被害とは、政府等による各種指示等や風評被害による損害が生じたことにより、その

 

被害者（第一次被害者）と一定の経済的関係にあった第三者に生じた被害のことです。

○

 

間接被害を受けた者の事業等の性格上、第一次被害者との取引に代替

 

性がない場合の、間接被害者の営業損害（減収分と追加的費用）、そ

 

の勤労者の就労不能等に伴う損害（給与等の減収分と追加的費用）

・「取引に代替性がない場合」の損害の具体的な類型の例
ⅰ）事業の性質上、販売先が地域的に限られる事業者の被害で、販売先

 

の避難、事業休止等に伴って必然的に生じたもの
ⅱ）事業の性質上、調達先が地域的に限られる事業者の被害で、調達先

 

の避難、事業休止等に伴って必然的に生じたもの
ⅲ）原材料やサービスの性質上、その調達先が限られている事業者の被

 

害で、その調達先の避難、事業休止等に伴って必然的に生じたもの

※

 

なお、いずれの損害も必要かつ合理的な範囲が賠償の対象となり、ま

 

た、損害が認められる期間にも限りがあります。
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９．その他

①

 

輸出関連の事業者の方は、その拠点又は関連業種に応じて、１～８の関

 

連ページを参照してください。

②

 

事故の復旧作業等に従事した方につきましては、急性又は晩発性の放射

 

線障害による傷害、疾病、死亡による逸失利益、治療費、薬代等が賠償

 

の対象となります。

③

 

損害賠償金については、賠償される損害の内容や賠償額が確定した際に

 

、その損害の内容に応じて課税の内容が判断されます。ご不明な点は、

 

お近くの税務署にお問い合わせください。

④

 

各種給付金等を受け取った場合には、損害額から当該金額が控除され

 

ることがありますのでご留意ください。

（控除される給付金等の例）
労働者災害補償保険法、厚生年金保険法、国民年金法等に基づく各種

 

給付（一部を除く）、損害保険金など

（控除されない給付金等の例）
生命保険金、雇用保険法に基づく失業等給付、災害弔慰金・災害障害

 

見舞金（一部を除く）、各種義援金など
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今回の事故で被害を被った方々に対し、東京電力（株）では、仮払補償

 

金の支払いを行っております。
同社ホームページによる情報は以下のとおりですが、具体的な手続きに

 

ついてのご相談は、
東京電力福島原子力補償相談室

電話番号

 

０１２０－９２６－４０４
にお問い合わせ下さい。

○

 

避難された方々への仮払補償金（平成２３年４月１５日発表）

【仮払補償金に関するお問い合わせ先】

内 容

●原子力事故により、避難を余儀なくされた方々に対して、当面の必要な
資金の支払いが行われております。

対 象 と な

 

る 方 ・ 損 害
●政府による避難等対象区域にお住まいの方

必 要 書 類
●必要書類

１．申請書類
２．住民票

仮 払 金 額 １世帯あたり１００万円、単身世帯７５万円

【申し出の受付が行われている仮払補償金】

（参考１）東京電力(株)による仮払補償金について

なお、東京電力（株）は、中間指針を踏まえ、公正かつ迅速な補償を進

 

めたいとしています。具体的には、中間指針で示された各損害項目に対す

 

る算定基準、必要書類、請求様式の作成等の諸準備を進めるとともに、体

 

制の強化（要員の増強等）を図り、９月中のご請求の受付、10月中のお支

 

払い開始を目指し、詳細は、８月下旬に、別途お知らせするとしています。
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○

 

避難等を余儀なくされた方々への「追加仮払補償金」
（平成２３年７月５日発表）

内 容

●原子力事故に伴い避難等を余儀なくされた方々へ、既に「仮払補償金」
の支払いが行われておりますが、避難等により発生した損害等への充当
を前提にした、「追加仮払補償金」の支払いも行われております。

○いずれも３月１１日を起点とし、６月１０日までの間の避難状況をもと
に、以下の通り支払いが行われております。

※１

 

計画的避難区域から６月１１日以降に避難された方、または、緊急
時避難準備区域から６月１１日～１９日に避難された方は、６月１０
日時点で避難されているものとされております。

※２

 

屋内退避には、対象区域にとどまり避難されていない場合を含むも
のとされております。

対 象 と な

 

る 方 ・ 損 害

●本年３月１１日時点で以下の対象地域に生活の本拠があり、福島第一原
子力発電所及び福島第二原子力発電所の事故により、「避難」、「屋内
退避」を余儀なくされた方（世帯ではなく「各個人」を対象）。

〈対象区域〉
・避難区域

福島第一原子力発電所から２０㎞圏内
・避福島第二原子力発電所から１０㎞圏内（４月２１日以降は８㎞圏内）
・屋内退避区域（４月２２日解除）

福島第一原子力発電所から２０～３０㎞圏内
・計画的避難準備区域、緊急時避難準備区域（４月２２日設定）
※

 

上記対象区域に住民登録（住民票）があっても、本年３月１１日時点
での生活の本拠が別にあるなど、避難等の事実がない場合には、お支払
いの対象となりません。

必 要 書 類

●必要書類
請求書類につきましては、前回の「仮払補償金」（前ページ記載）を

請求された際の「世帯主様または世帯の代表者」の避難先へ郵送される
ことになっております。前回の「仮払補償金」の請求以降、避難先等を
変更されている場合は、「福島原子力補償相談室」までご連絡下さい。

仮払金額

対象者 お一人あたりの金額

６月１０日時点で避難されている方

３０万円避難後５月１１日～６月１０日の間に

 

帰宅された方

避難後４月１１日～５月１０日の間に

 

帰宅された方
２０万円

避難後４月１０日までに帰宅された方
１０万円

屋内退避（※２）のみの方
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○

 

農林漁業関係者の方々への仮払補償金（平成２３年５月３１日発表）

内 容
●原子力事故により、農林漁業関係者の方々が被った営業損害に対して、

支払いが行われております。

対 象 と な

 

る 方 ・ 損 害

●政府による出荷制限指示または地方公共団体が行う出荷または操業に係
る自粛要請があった地域における対象品目に関し、農林漁業者の方が
被った営業損害（現実に生じた買い控え等による被害（風評被害）への
仮払いについても、関係団体と東京電力（株）との仮払いに関する協議

 

が整ったところから支払いが行われております。）
●航行危険区域の設定によって漁業者の方が被った営業損害

必 要 書 類

●必要書類
（農林業）

１．従業者証明書
２．農地基本台帳記載事項証明書
３．耕作証明書
４．その他［出荷量・取引額に関する書類等］

（漁業）
１．従業者証明書
２．漁業許可証
３．その他［漁船登録票・漁獲高に関する書類等］

（注）農林漁業者の損害賠償請求は、上記によるものの他、請求の取りまとめ団体へ委

 

託して行うことも可能です。

※

 

農林漁業者の方の東京電力への損害賠償請求については、JA等関係団体が組織す

 

る各県の「損害賠償対策協議会」や漁業協同組合連合会が取りまとめて請求を行ってい

 

ますので、以下の連絡先にご相談されることをおすすめします。（ＪＡ系統外へ出荷さ

 

れている方も、同様に下記連絡先にご相談されることをおすすめします。）
・

 

お近くの農業協同組合、漁業協同組合
・

 

県、市町村が設置している原子力損害賠償相談窓口
（窓口が不明な場合には、農業・漁業の担当部署）
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内 容

●原子力事故により、中小企業者、医療法人、学校法人などの公益法人等
の方々が被った営業損害に対して、支払いが行われております。

○中小企業者

※

 

粗利額（売上金額から売上原価を控除した金額）は、過去の実績額
を基に算出します。

○医療法人、学校法人などの公益法人等

※

 

収支差額（収入から支出を控除した金額）は、過去の実績額を基に
算出します。

対 象 と な

 

る 方 ・ 損 害

●避難区域等（※）に事業所を有する中小企業者の方々が被った営業損害
（中小企業者の方々への仮払補償金について、避難区域等における営業

実態の確認方法として、避難区域等に事業所を有していない場合でも，
これに準ずる営業設備を有している場合には、仮払補償金の支払いが
なされます。）

●避難区域等（※）において活動の全部又は一部を営んでいた以下の法人
の方々が被った営業損害

【医療法に定める医療法人、社会福祉法に定める社会福祉法人、私立
学校法に定める学校法人

 

、特定非営利活動促進法に定める特定非営
利活動法人、宗教法人法に定める宗教法人

 

、更生保護事業法に定め
る更生保護法人、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律に定
める一般社団法人・一般財団法人、公益社団法人及び公益財団法人
の認定等に関する法律に定める公益社団法人・公益財団法人、特例
民法法人

 

】
※

 

避難区域等：「東京電力（株）福島第一、第二原子力発電所事故によ
る原子力損害の範囲の判定等に関する第一次指針」における「第３

 

政
府による避難等の指示に係る損害について」に掲げる政府による避難等
の指示があった区域（避難区域、屋内退避区域、計画的避難区域、緊急
時避難準備区域）

必 要 書 類

●必要書類
○中小企業者

１．粗利額を証明する書類（決算書又は確定申告書及びその添付書類等）
２．避難区域等において平成２３年３月１２日時点で事業を営んでいたこ

とを証明する書類等
３．商業登記簿謄本（法人）又は事業主の住民票（個人）

○医療法人、学校法人などの公益法人等
１．収支差額を証明する書類（損益計算書又は収支報告書等）
２．避難区域等において平成２３年３月１２日時点で活動を営んでいたこ

とを証明する書類等
３．法人登記簿

※

 

１が提出されない場合でも、２及び３の提出があれば、２０万円の仮払
いが受けられます。

仮 払 金 額
粗利額（平成２３年３月１２日～５月末日までの相当

 

分）の２分の１（上限額２５０万円）

仮 払 金 額
収支差額（平成２３年３月１２日～５月末日までの相

 

当分）の２分の１（上限額２５０万円）

○

 

中小企業者の方々への仮払補償金
（平成２３年５月３１日、７月２９日発表）
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（参考２）原子力損害賠償紛争解決センター

原子力損害賠償紛争解決センターとは、原子力損害の賠償に関する法律の

 

規定に基づき、原子力事故により被害を受けた方の原子力事業者に対する損

 

害賠償請求について、円滑、迅速、かつ公正に紛争を解決することを目的と

 

して

 

設置された公的な紛争解決機関です。
同センターにおいては、被害者の申立てにより、弁護士等の仲介委員らが

 

原子力損害の賠償に係る紛争について和解の仲介手続きを行い、当事者間の

 

合意形成を後押しすることで紛争の解決を目指しています。

○

 

同センターでの和解の仲介を希望される方は、以下の連絡先にお問い合

 

わせ下さい。

原子力損害賠償紛争解決センター
電話番号

 

０１２０－３７７－１５５

原子力損害の賠償に関する紛争

裁判手続等

申立書の提出

・申立書に必要事項を記入し、必要な書類とともに当センター東京事務所までご郵送ください。

不合意

東京電力株式会社から賠償金のお支払い

申立書の受理

・当センターが申立書に形式的な不備がないか検討します。・検討後、受理・不受理についてご連絡します。
※審査の段階で書類の追加をお願いすることもあります。

和解案の提示

和解の不成立和解の成立

和解の仲介

・中立・公正な立場の仲介委員が、当事者両方の意見を調整します。
※標準仲介期間は概ね３か月程度。※面談、電話、書面等での交渉となります。
※状況により、和解の仲介を打ち切ることもあります。

合意
打ち切り

和解仲介手続申立書の作成（書類は下記から入手できます。）

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞから入手 公的機関から入手センターから入手

※和解仲介の手続の流れ（標準的な例）
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